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　第１分類は、自国の法律・法規の要求（11カ国、地域）（Required by Law Regulation）。自
国の法律または法規が ISAs の適用を明記する国。例えばルーマニアなど。
　第２分類は、ISAs を採用する国（32カ国、地域）（ISA are Adopted）。例えば、イギリス、
カナダ、南アフリカなど。




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































の王軍先生が会議の発起人であり、国際会計士連盟（IFAC）会長 Ian Ball 先生と中国公
認会計士協会（CICPA）の事務総長の陳毓圭先生は会談を積極的に促した。国際監査・保証基準






























































































中国の監査基準コンバージェンス戦略の成功要因（千代田） ― 21 ―
　５．新基準の普及に必要な会計教育機関
　2007年に公表された基準も、今回の新基準の普及も、財政部が直轄する北京、上海、アモイ
における３つ国家会計学院が大きく関与している。2008年のデータによると、2008年度では、
北京国家会計学院は短期研修人数延べ17,981人で、各種研修コース183期を実施した。上海国
家会計学院は短期研修人数延べ人数20,155人、各種研究コース477期を実施した。アモイ国家
会計学院は短期研修人数延べ22,562人、各種研修コース221期を実施した。その他、ネットサ
イトを利用して通信教育による研修も行われている（財政部［2009］, pp.424－428）。これらの
大学並みの施設を利用して、上場企業、大企業、公認会計士、会計実務家などに対して新基準
の普及教育を行い、実質的コンバージェンスを推進している。
　Ⅳ　おわりに
　世界最大の発展途上国としての中国は、上で検討したような監査基準コンバージェンス戦略
によって、その形式も内容も世界の先進国に認められている。それは、発展途上国の監査基準
コンバージェンスのモデルとなっている。
　しかし、問題は残る。例えば「2012年監査基準」の普及に関する研修は、2012年実施までの
わずか１年間において、３つの国家会計学院があったとしても、公認会計士15.7万人（4）全体に
対して終えることができるのかという問題である。また、監査現場では人材が大手会計事務所
に集中しているため、果たして中小会計事務所の公認会計士は新基準を理解し、監査現場で適
用することができるのか等々の課題も残っている。その監査現場の実績検証は今後の課題にし
たい。
【注】
⑴　共同声明の全文は次の論文を参考されたい。李文忠［2009］「日本と中国における監査基
準コンバージェンスの動向」『立命館経営学』第47巻第5号，pp.47－69.
⑵　IFACホームページ：http://www.ifac.org/（20101016）
⑶　CICPAホームページ：http://www.cicpa.org/（20101115）
⑷　CICPAホームページ：http://www.cicpa.org/（20101115）
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